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One of the typical fatigue cracks in orthotropic steel deck is observed at the top 

end of vertical stiffener.  This study investigates the repair and retrofit for 

those fatigue cracking with the newly developed method with L-shaped splice 

plate.  The main characteristics of this method are followings: (1) bearing 

type bolt is used for lifting up L-shaped splice plate, (2) detail of L-shape 

splice plate itself is modified to facilitate the maintenance process and also to 

gurantee the effectiveness of this application. This paper reports the results of 

static test, filed test and fatigue tests conducted for evaluating the applicability 

of the proposed method. 
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1．はじめに 

 

鋼床版デッキプレートと垂直補剛材上端との溶接部に

図-1 に示すような疲労き裂が多く報告されている 1)．こ

のき裂はデッキプレートの変形を垂直補剛材が拘束する

ことにより，垂直補剛材とデッキプレートの回し溶接部

から発生するものであり，過度に進展するとデッキプレ

ートの陥没を生じる可能性もある． 

この鋼床版垂直補剛材のき裂に対する補修・補強対策

として，これまで様々な方法が提案されているが，大別

すると以下のようになる． 

一つ目として，溶接止端部処理（グラインダーやピー

ニング）を用いて溶接部自体の疲労強度を向上する方法

が挙げられる．き裂が発生している場合については ICR

処理 2),3)や UIT 処理 4),5)を用いてき裂を閉じることにより

延命化する方法の検討も行われている． 

二つ目として，垂直補剛材上端部近傍に半円弧を設け，

応力の流れを改善し止端部の応力を低減する半円切欠き

工法 6),7)や，補剛材上端を切断除去し，き裂発生箇所自体

を除去する方法 8)など補剛材上端部のディテールを改善

する方法が挙げられる．この方法では，応力集中部位が

回し溶接部から別の位置（前者では半円弧位置，後者で

は切断部端部や首溶接部）に移る可能性もあり，それら

の位置に対する疲労の検討・対策が必要となり，例えば

垂直補剛材上端の切断後にデッキプレートと垂直補剛材

の間にL形部材やリブ付きL型部材を設置するような事

例もある 7),9)．また，き裂が発生している場合には別途そ

のき裂に対する対策も必要となる． 

最後に本研究でも対象とする補強方法のように，垂直

補剛材上端部に対して当て板を設け，溶接部に作用する
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図-1 鋼床版垂直補剛材上端部のき裂 
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力のバイパスとして作用させることにより，回し溶接部

の応力を低減させる方法が挙げられる．この方法では，

デッキプレート上の舗装の撤去・再敷設作業が必要であ

ることや補強後の舗装の耐久性を考慮すると，デッキプ

レート下面からの施工で確実に当て板をデッキプレート

に密着させることが必要となる．デッキプレート下面か

らの施工で当て板をデッキプレートに密着させる方法と

して，ジャッキを使った当て板のリフトアップ 10)や，テ

ーパーカラーを用いてボルト挿入時に当て板をリフトア

ップする方法 11)など，種々の方法が提案・検討されてい

る．一方で，当て板は一般的には山形鋼形状の部材が取

り付けられるため，き裂が発生している場合には，当て

板のためにそのき裂が再進展しているか等の補強効果を

確認することが難しいという問題も挙げられる． 

本研究では，鋼床版垂直補剛材上端部の疲労き裂に対

する補修・補強対策として当て板工法に着目し，施工性

（簡便かつ特別な使用機材を用いない），効果の耐久性，

および補強後の維持管理性の観点から，新しい当て板形

状と，当て板のデッキへの密着性を確保するための新し

いリフトアップ方法を提案し，その効果を静的載荷試

験・疲労試験および実橋梁での適用試験により検討した． 

 

2．提案する当て板補強 

 

本工法では，当て板のリフトアップのための特別な機

材を必要とせず現場での作業を簡略化させること，更に

は補強効果の耐久性を向上させることを目的として，図

-2 に示すように垂直補剛材表裏両面に当て板を設置し，

支圧接合用高力ボルトを補強部に打ち込むことにより当

て板がリフトアップされる工法を提案している．ここで

は当て板および垂直補剛材のボルト孔を所定のずらし量

d だけずらして設けることにより，そこに支圧接合用高

力ボルトを打ち込むことで，当て板がデッキプレート方

向にリフトアップされる（垂直補剛材は下方に引っ張ら

れる状態となる）．本研究ではボルト孔は直径 23.5mm，

支圧接合用高力ボルトは B10T，M22 を使用している．

位置をずらしたボルト孔に，確実にボルトを打ち込むた

めには，ずらし量を含めた精度の良い削孔位置の特定が

必要であるが，本研究では専用冶具を開発してボルト孔

あけを行った．使用したボルトは，施工時もしくは供用

時に当て板が回転しないようにボルト本数を 2 本とし，

図-2に示すように 2つのボルト孔ともにずらし量を設け，

そこに 2 本のボルトを同時に打ち込むという施工手法を

採用している． 

一般的に垂直補剛材上端部への当て板には山形鋼形状

のものが用いられることが多いが，この当て板形状につ

いて次に検討を行った．図-3に本研究で行った静的試験

に用いた試験体の形状・寸法を示す．デッキプレートに

相当するフランジの板厚は 12mmであり，垂直補剛材厚

は 10mmとしている．図-4に，Type-A試験体（供試鋼材

SM400）に対して，不等辺不等厚山形鋼（200×90）を

当て板として用い，本工法によりリフトアップした状況

を示す．ここでは溶接部の干渉を避けるためにフランジ

側にフィラープレートおよび孔ずらし用のアルミプレー

ト(板厚 1mm)を設け，ボルト孔のずらし量 d を 1mm と

し，当て板の垂直補剛材からのはみ出し量を 30mmとし

て図中に示す 2か所に施工を行っている．図-3に示す試

験体中央フランジ上に載荷する Lcase1の場合，回し溶接

部フランジ側止端部から 5mm 位置で 25%，50%のひず

み低減，補剛材こば面で垂直補剛材側止端部から 5mm

位置で 75%，95%程度のひずみ低減が得られ大きなひず

み低減効果が得られるものの，ばらつきが大きい結果と

なった 12)．当て板のフランジとの接触状況を図-4に示す

が，フランジ・フィラー・当て板は外部からの可視範囲

では隙間なく密着している場合と回し溶接部近傍では密

着しているものの，そこから離れた当て板端部の位置で

は隙間があるケースも見られた．後述するが，このよう
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な隙間が見られるケースでも垂直補剛材上端回し溶接部

の大きな応力低減効果は見られるものの，このような隙

間は防錆上の問題を引き起こす可能性もある．この原因

として，当て板をリフトアップするときに，フランジ（や

当て板）が変形することや，当て板とフィラーの間，フ

ィラーとフランジの間と 2 つの接触面があることなどが

考えらる．本工法ではフィラーを設けずに溶接部の干渉

を防ぐ方法を検討するとともに，当て板とフランジの間

に表-1に示すアクリル系の樹脂を塗布した後，当て板を

設置する方法を採用した． 

鋼床版垂直補剛材上端部では，補剛材回し溶接部前面

に載荷されるような場合に大きな圧縮応力が発生する 5)．

そのような載荷状態の場合に回し溶接部の応力を当て板

により低減するためには，当て板を補剛材回し溶接部よ

りも前面にはみ出させる必要がある．図-5 に Type-A 試

験体をモデル化し，FEM 解析より求めたフランジ側およ

び補剛材こば面側の溶接止端部から 5mm 位置の応力と

当て板のはみ出し量の関係を示すが，当て板を垂直補剛

材回し溶接部より前まで延長するに伴い，各止端部近傍

の応力が減少している．図-4 に示した静的試験では，当

て板のはみ出し量を 30mmとしているが，当て板が垂直

補剛材からはみ出している場合，当て板内部の止端位置

の観察が困難であり，ある程度のき裂が存在している場

合には，先端が当て板に隠されて補強後の視認が不可能

になる．このような溶接部の干渉および補強部位の補強

後の維持管理に関する通常の山形鋼形状の当て板の持つ

問題点を改善することを目的として，図-6に示すように

山形鋼の屈曲部を切り欠いた構造を採用した．当て板の

屈曲部を切り欠くことによる当て板の剛性の低下に対し

ての対策として当て板を切り欠く前に，当て板両端にリ

ブを取り付けた．このリブは，図-7 に示す Type-A 試験

体の補強後 Lcase1 載荷で当て板上で測定されたひずみ

分布に示されるように，垂直補剛材前面に力が作用した

場合に，回し溶接部の応力低減に最も寄与する垂直補剛

材からはみ出した部分の剛性を上げることも目的として

いる．リブは当て板上面とは完全溶込み溶接で取付け，

その当て板の補剛材に取り付く部位とはすみ肉溶接で取

り付けている． 

 

3．静的試験による検証 

 

本工法による応力の低減効果の確認を目的に静的載荷

試験を行った．図-3 に示す Type-B の試験体（供試鋼材

SM490）をここでは用いた．2 つの垂直補剛材上端を同

時に補強することとし，それぞれのボルト孔のずらし量

は 1mm および 1.5mm とした．当て板の垂直補剛材こば

面からのはみだし量は 60mmである．図-8にボルト孔位

置罫書き方法の概略と補強後の当て板設置状況を示す

（補強状況は第 5章を参照）．垂直補剛材の孔位置の罫書

きは，図-8(a)に示すような専用冶具を用いてフランジ下

面と垂直補剛材こば面を利用して行っている．各補剛材

図-6 提案当て板構造 
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図-5 当て板のはみだし量と止端部近傍応力の関係 
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表-1 当て板とフランジの間に用いた樹脂 
主成分 変性アクリル樹脂（硬化剤含有と促

進剤含有の 2液タイプ） 
可使時間 (25℃) 25分 
硬化時間 (25℃) 50分 
引張特性 引張強さ 9.8N/mm2, 引張伸び 48% 
塗布方法 1~2mm 程度の厚さで当て板上面に

平滑に塗布．当て板リフトアップ時
に樹脂が当て板からはみ出ること
を確認 

 



 
 

 
 

のフランジ側および補剛材側の回し溶接止端部から

5mm の位置に単軸のひずみゲージ（ゲージ長 1mm）を

貼付し，補強前後のひずみの変化を測定した．図-9に示

すように，本研究では垂直補剛材上端端部（回し溶接部）

の疲労現象の大きな要因と考えられる垂直補剛材前方の

デッキプレートの変形により回し溶接部に大きな圧縮応

力が作用する場合の当て板による応力低減効果を検討す

ることを目的として，載荷ケースはフランジ中央載荷

Lcase1，それぞれの補剛材の回し溶接部直上載荷

（Lcase2-1mm，Lcase2-1.5mm）とし，それぞれの載荷荷

重は，文献 5)を参考に，貼付したひずみゲージの補強前

載荷試験の計測値 1000~1200μ程度となるように設定し

た．なお，補強前，補強後（アクリル系樹脂硬化後）お

よびリフトアップ力の低下やアクリル系樹脂の変性など

による補強効果の持続性への影響を確認することを目的

として，補強後室内残置し 5か月後および 17か月後に静

的載荷を行っている． 

図-10 に静的載荷試験結果を示す．なお，Lcase2-1mm

載荷では無補強での載荷時に，垂直補剛材こば面側で降

伏ひずみを超える値が計測され，それ以後の無補強時の

載荷は40kN載荷とし，補強以後は60kN載荷としている．

従って，Lcase2-1mmの無補強時の値は 40kN載荷の計測

値を 60kN に換算（1.5 倍=60kN/40kN）して示したもの

である．フランジ中央載荷 Lcase-1 では，フランジ側，

補剛材こば面ともに90%程度以上のひずみ低減効果が見

られた．またずらし量 d が 1.0mm の場合と 1.5mm の間

にひずみ低減効果に大きな差異は見られなかった．補剛

材直上載荷では，Lcase2-1.5mm において，無補強時にフ

ランジ側に引張ひずみが計測され，補強後も発生ひずみ

に大きな変化は見られなかった．Lcase2-1mmの場合には

フランジ面では無補強時に圧縮のひずみが計測され，補

専用冶具 

この 2 か所で位置
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表-2 補強時に発生するひずみ 
 ずらし量 1mm ずらし量1.5mm 

フランジ側 測定失敗 446 μ 

垂直補剛材側 432 μ 903 μ 

フランジ側・垂直補剛材側ともに止端部から 5mm 
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(a) 施工試験試験体 

(b) 正しくリフトアップできなかった例 
施工時に曲がったボルト 当て板が垂直補剛材から離れる 

図-11 実物大試験体による施工試験 

強により大きなひずみ低下が確認でき，また補強後は

Lcase2-1.5mmと同等の引張ひずみが計測されている．こ

の両者の載荷で無補強時のフランジのひずみが引張，圧

縮と大きく異なっている原因は，本載荷ケース Lcase-2

がフランジの剛性が急変する垂直補剛材端部を中心とし

た載荷であり，補剛材端部との相対的な位置関係の若干

のずれにより荷重の分担が異なったためと考えられるが，

補強時には載荷部位全体を補強材により剛にしているこ

とにより，ひずみに差異が生じなかったものと考えられ

る．垂直補剛材こば面では，無補強時の発生ひずみが

Lcase2-1mm と Lcase2-1.5mm で大きく異なるためにひず

み低減率を両者で比較はできないが，両載荷ともにひず

みは大きく低減しており，また補強後のひずみも概ね同

等の値であった．また，フランジおよび垂直補剛材こば

面ともに，補強後 5か月後および 17か月後においても概

ね補強直後とひずみの値は同等であった． 

 静的試験ではボルト孔のずらし量 d が 1mm の場合と

1.5mm の場合のフランジ側，垂直補剛材側止端部から

5mm位置のひずみは補強後では概ね同じであり，密着性

を確保することができれば補強後のひずみはずらし量 d

に依存しないと考えられる．一方で，本工法ではボルト

挿入による当て板のリフトアップによりフランジ側，垂

直補剛材側止端部近傍に表-2に示すように引張の予ひず

みを与えることになる．また，実橋では補強部位に縦リ

ブが近接していること，横断・縦断勾配を含めた補強部

位の変形など施工においてボルトの打ち込みが本静的試

験体における施工よりも難しい場合も考えられる．従っ

て，ボルトのずらし量 d は当て板をリフトアップできる

範囲で小さいことが望ましい．そこで，本研究では図-11

に示す垂直補剛材上端に近接するようにトラフリブを設

けた大型の試験体を製作し施工試験を行った．その結果，

ずらし量 d=1.0mm，1.5mmではボルトの打ち込みが難し

い（ボルトが入らない・ボルトが曲がる）場合が見られ

た．そこで，ずらし量を d=0.8mmに減じ，再度施工試験

を行った結果，施工が可能であったことから，以下の検

討ではずらし量 d=0.8mmを採用し，ずらし量を変更した

効果も含めて疲労試験により検討を行うこととした． 

 

4．疲労試験による検証 

  

繰返し荷重下における本工法の補強効果の持続性およ

び，疲労き裂がある場合に本工法を適用した場合の，当

て板下でのき裂の挙動を確認することを目的として，図

-12 に示す試験体を用いて疲労試験を行った．疲労試験

は 2体の試験体を同時に試験し，計 8か所の垂直補剛材

を同時に試験している．垂直補剛材上下端部回し溶接部

のフランジ側・垂直補剛材側の止端部から 5mm 位置に

ひずみゲージを貼付している．疲労試験時に，必ずしも

この 8か所の位置でバランス良くひずみが計測されてい

る訳ではなく，また各部位の補強が同時に行われておら

ず，補強部位の補強が他部位のひずみに影響を少なから

ず影響を及ぼしている可能性があるが，貼付しているひ

ずみゲージで計測されるひずみ範囲を用いて疲労試験結

果を整理することにした．疲労試験は，鷺ノ宮製作所製

の油圧サーボ試験機（荷力能力±980kN）を用い，最小荷

重を 10kN に固定して行った．載荷範囲は 200×200mm

とし，載荷範囲の中心が垂直補剛材端部から 200mm の

位置になるように設置した．載荷初期は最大荷重を 60kN

（荷重範囲 50kN）とし，き裂の発生状況に応じて最大荷

重を増加し，き裂が発生し，ある程度進展した段階で補

強を行った．当て板のはみ出し量は，5 章で示す実橋梁

での適用試験の対象部位のように，トラフリブが垂直補

剛材に近接している場合を考慮して 40mmとした．はみ
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図-12 疲労試験のセットアップ 
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出し量を40mmとした場合でも図-5に示すように十分な

ひずみ低減効果が得られると考えられたが，その効果を

本疲労試験により確認することとした．最終的には 3 か

所の補剛材から疲労き裂が発生したが，載荷 557万回（荷

重範囲 80kN）で，き裂の発生していない補剛材も全て補

強し，最大荷重を 130kN として 200万回載荷した後，疲

労試験を終了した．表-3に疲労試験結果をまとめる．こ

こでは各補剛材位置に名称を付けており，例えば

No.1-ULは図-12に示すNo.1試験体の左側補剛材(L)の上

端部側(U)であることを示している．なお，補強は疲労試

験の最小荷重である 10kN を載荷している状態で行い，

補強後は概ね半日後に静的試験および疲労試験を開始し

ている． 

 

4.1  き裂の発生した垂直補剛材への適用 

 疲労き裂は補剛材 No.1-UL，No.1-UR，No.2-UR の 3

か所のフランジ側止端部から発生した．補強直前の各き

裂を図-13 に示す．No.1-UL および No.2-UR のき裂は，

き裂先端が両側とも母材に進展している状態であるが，

No.1-UR のき裂は先端の片側は母材に若干進展している

ものの，他方は止端部に留まっている状態で補強を行っ

ている．補強はストップホールなどをき裂先端に設けず

に直接当て板を施すという形式で行った．図-14 および

表-3 に示すように，No.2-UR の補強時(載荷 170 万回)に

は，補修前・補強時・補強後のき裂先端のひずみ挙動を

把握することを目的として，き裂先端 3mm 位置にき裂

先端直角方向に単軸ひずみゲージを貼付するとともに，

補強前にビーチマーク試験（最小荷重を通常載荷範囲の

表-3 疲労試験結果 （ひずみは全てひずみ範囲） 
疲労き裂が発生した補剛材 

 開始時ひずみ（ΔP=50kN） 補強時荷重範囲 補強時き裂

長さ 
試験終了時

き裂長さ 
備考 （BM：補強前ビー

チマーク試験） 補剛材No フランジ側 補剛材側 

No.1-UL -679μ -610μ ΔP=70kN 39.5mm 39.5mm き裂先端ひずみゲージ 

No.1-UR -733μ -835μ ΔP=70kN 28mm 28mm き裂先端クラックゲージ 

No.2-UR -849μ -935μ ΔP=60kN 60mm 60mm き裂先端ひずみゲージ・BM 

疲労き裂が発生しなかった補剛材 

 開始時ひずみ（ΔP=50kN） 補強時前ひずみ（ΔP=80kNでの

実験値/ΔP=120kNに換算値A） 
補強直後B/試験終了時ひずみC 
（ΔP=120kN） 

補剛材No フランジ側 補剛材側 フランジ側 補剛材側 フランジ側 補剛材側 

No.1-LL -563μ -756μ -1007/-1511μ -1269/-1904μ -267/ -304 μ 16 / 14 μ 

No.1-LR -649μ -694μ -1057/-1586μ -1125/-1688μ -167 / -241 μ 52 / 56 μ 

No.2-UL -652μ -772μ -1076/-1614μ -1203/-1805μ -414 / -280 μ 29 / 65 μ 

No.2-LL -559μ -636μ -996/-1494μ -1050/-1575μ -83 / -109 μ 7 / 11 μ 

No.2-LR -653μ -733μ -830/-1245μ -1013/-1520μ -118 / -161 μ 76 /88 μ 

本文中の疲労き裂が発生していない補剛材の補強によるひずみ低減率は 1-（B/AまたはC/Aの絶対値）×100%と定義 

 

図-15 補強状況（No.2-UR） 
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図-14 き裂先端のひずみゲージ・クラックゲージ 
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平均荷重とした）を実施し，No.1-ULの補強時（載荷 301.6

万回）にはき裂の進展を直接確認することを目的として

き裂先端位置にクラックゲージを貼付した．補強後の補

強材の写真を図-15 に示す．疲労試験中の各補剛材のフ

ランジ側，補剛材側止端部から 5mm 位置のひずみ範囲

の変化を図-16 に示す．載荷初期のひずみは各補剛材で

異なるが，補強後は概ね同様の傾向を示している．特に，

単独で補強を行ったNo.2-UR位置のひずみゲージは補強

後しばらくの間ひずみの若干の増大が見られるが，その

後は載荷荷重の増大に伴い，補強後のひずみは上昇して

いるものの，概ね一定の値となっている．同様に，図-17

に No.2-UR のき裂先端 5mm 位置に貼付したひずみゲー

ジ（赤・青），および No.1-UL のき裂先端位置に貼付し

たクラックゲージ（緑・橙）の値の変化を示す．なお，

同図(b)には，No.2-UR のき裂先端 5mm 位置に貼付した

ひずみゲージの値について，補強直前の静的試験（Δ

P=60kN）時のひずみ範囲，補強時にボルト打ち込み・締

付けによって生じたひずみ，および補強直後の静的試験

（ΔP=60kN）時のひずみ範囲を棒グラフ（赤・青）によ

り示している．き裂先端のひずみは，本工法では当て板

をリフトアップするために，補強時に 528μおよび 268

μの引張ひずみが測定された．補強前には-1000μ程度の

ひずみが発生していたが，補強直後の静的試験では，ほ

とんどひずみが発生しておらず，き裂先端においても大

きなひずみ低減効果が得られることが分かる．しかし，

図-16 に示した補強部位（No.2-UR 位置）の回し溶接止

端部近傍のひずみゲージの変化と同様に，補強後しばら

くの間，き裂先端のひずみが上昇しているが，その後は

概ね一定の値になっている．このNo.2-UR 位置のき裂先

端のひずみの変化傾向は，No.2-UR の垂直補剛材回し溶

接近傍のひずみゲージの変化傾向（図-16）とほぼ同等で

あり，また図-19 に後述する No.2-UR 補強時から

No.1-UL/UR 補強時までのき裂の発生していない垂直補

剛材のひずみ変化も同様に見られていることから，き裂

の進展によるものではなく，No.2-UR 単独箇所の補強に

よる荷重バランスの変化や繰返し載荷に対する当て板の

試験体へのなじみの問題などが考えられるが，詳細につ

いては更に検討が必要である．補剛材No.1-ULに発生し

たき裂の先端に貼付したクラックゲージの値は図-17 に

示すように，ほとんど変化しておらず，補強後の表面方

向のき裂の進展は見られなかった．補剛材 No.1-UR，お

よびNo.2-UR のき裂に対しても，疲労試験後に磁粉探傷

によるき裂先端位置の確認を行ったが，両き裂ともに表

面方向のき裂の進展は見られかった．図-18 に疲労試験

後に観察した疲労破面を示す．全てのき裂は補剛材の上

側に潜り込むように進展した．補剛材No.2-UR では，補

強直前にビーチマーク試験を行ったが，破面上には明瞭

なビーチマークは残されておらず，補強後のき裂の板厚

方向への進展は確認されなかった．前述のように表面方

向へのき裂の進展も観察されておらず，本実験では，本
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図-18 疲労破面 

当て板工法によりき裂の進展を防止できたといえる． 

 

4.2  き裂の発生していない垂直補剛材への適用 

 載荷 557万回（荷重範囲ΔP=80kN）において，き裂未

発生の 5 か所の補剛材に対して当て板補強を行った．補

強時に生じたフランジ側および補剛材側の回し溶接止端

部から 5mm 位置のひずみを表-4 に示す．元々の試験体

の変形や施工順序の影響や，補強工法の施工精度などに

よりフランジ側，補剛材側ともにばらつきがあるものの，

全ての補剛材で大きな引張ひずみが測定されており，当

て板がリフトアップされ，フランジを押し上げているこ

とが確認できる．補強前には補強後の荷重範囲（Δ

P=120kN）での計測は行っていないため，補強前の計測

値を 1.5 倍（120kN/80kN）して，フランジ側および補剛

材側回し溶接止端部から 5mm 位置の補強によるひずみ

低減効果を考察する．表-3にひずみの計測値を示してい

るが，フランジ側では補強直後に 74%～94%，補強後 200

万回の載荷（荷重範囲ΔP=120kN）後では 80%～93%と

大きなひずみ低減効果が得られている．この中で，補強

時のフランジ側のひずみ導入量の小さな No.1-LL，

No.2-UL では，フランジ側のひずみ低減率は補強直後で

82%と 74%，試験終了時で 80%と 83%であり他の補剛材

と比較するとひずみの低減効果が若干小さなものとなっ

ている．一方で補剛材側では，全ての補剛材で補強直後

および疲労試験終了時に，補強により 95%以上の非常に

大きなひずみ低減効果が得られている．表-3に示すよう

に，このひずみの低減効果は，補強直後と試験終了時で

は差異が見られている部位もある．その中で差異が大き

い補剛材を例にとり，図-19 に疲労試験中のひずみ範囲

の変化を示した．補強直後（557 万回載荷時）しばらく

の間ひずみ範囲が変化し，その後はその変化は小さくな

っている．載荷最後の 100万回（657万回～757万回載荷）

におけるひずみの変化は試験終了時のひずみ値の

1~10%程度であり，補強前のひずみ値（ΔP=120kNへの

換算値）と比較して最大で 2%程度であった．このひず

み変化の原因は，当て板の試験体へのなじみや，補強後

の荷重バランスの変化などが考えられるが，今後検討が

必要である． 

 本章で示した疲労試験による検討では，前章の静的載 

荷試験で補強後試験体を残置し 5か月，17か月後に載荷

した場合と異なり，き裂の有無に関わらず，繰返し載荷

に伴い補強後に補強部位のひずみ範囲が変化し，その後

その変化が小さくなる傾向が見られた．図-19 に示すよ

うに，補強以前に他のき裂の発生した補剛材を補強した

直後にひずみ範囲が変化している補剛材（例えば図中の

No.2-UR 補強後のフランジ側のひずみ範囲）もあり，補

強後にひずみ範囲が変化した原因は明確ではない．しか

し，その変化は補強によるひずみ範囲の低減程度と比較

して小さく，繰返し載荷下でも補強により大きなひずみ

の低減が得られること，またき裂が存在している場合（き

裂長さ 28mm，39.5mm，60mm）でも，き裂の進展を防

表-4 当て板補強により導入されたひずみ 
補剛材 フランジ側 補剛材側 
No.1-LL 141μ 1020μ 
No.1-LR 501μ 1319μ 
No.2-UL 161μ 916μ 
No.2-LL 303μ 1242μ 
No.2-LR 215μ 1030μ 

 

図-19 補強部位のひずみ変化（き裂なし） 
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表-5 実橋 72時間計測結果 (N/mm2) 
  補強前 補強後 1 補強後 2 

垂直補剛材回し溶接止端部から 5mm位置 
デッキプ 
レート側 

Δσmax 72 8 23 
Δσeq 12 3 5 

垂直 
補剛材側 

Δσmax 110 7 10 
Δσeq 20 3 3 

デッキプレート-トラフリブ溶接止端部から 5mm位置 
デッキプ
レート側 

Δσmax 33 19 72 
Δσeq 6 4 12 

トラフリ
ブ側 

Δσmax 57 34 62 
Δσeq 12 9 14 

補修後 1: 2017年 11月  補強後 2: 2018年 7月 
Δσmax: 最大応力範囲, Δσeq: 等価応力範囲 

 

止できることを示す結果が得られた．なお，疲労試験終

了時に当て板を撤去し，当て板および補剛材のボルト孔

や当て板の溶接部近傍，およびボルトを磁粉探傷により

観察し，き裂の発生等の損傷がないことを確認している． 

 

5．実橋梁における適用試験 

 

 静的載荷試験，疲労試験により本当て板工法により垂

直補剛材上端部のひずみを大きく低減できることを示し

た．本章では，実鋼床版橋梁において供用下で本工法を

垂直補剛材に適用し，ひずみの低減効果を検討した．対

象橋梁は都市内高速道路の鋼床版箱桁橋である．垂直補

剛材上端部の疲労損傷が報告されている橋梁であるが，

本試験では疲労き裂が発生していない垂直補剛材 1 箇所

を施工対象とした．対象とした垂直補剛材とレーン位置

の関係を図-20 に示す．補強に際し事前に対象の垂直補

剛材設置位置近傍のデッキプレートの縦断および横断勾

配を測定し，測定結果に合わせて当て板上面の機械加工

を行った．対象箇所は，トラフリブとデッキプレートの

溶接止端部と垂直補剛材の回し溶接部止端部の距離は図

-21 に示すように 45mm 程度であり，前章の疲労試験と

同様に，当て板の補剛材端からのはみ出し量は 40mm，

ボルト孔のずらし量 dは 0.8mmとした． 

 図-21 に施工状況を示す．施工は橋梁の通常供用下で

行った．施工は，垂直補剛材と当て板が接する面のみ塗

膜を除去し，デッキプレート面の塗膜は除去せずに行っ  

た．施工手順は，①精度の良い孔あけ位置の罫書きが

できる専用罫書き冶具を用いた補剛材への罫書きおよび

孔あけ後，②当て板にアクリル系樹脂を塗布し，③当て

板を補剛材に万力を用いて設置し，ボルトをハンマーで

打込んで当て板をリフトアップさせた後，ボルトを締め

付けて完了となり，市販の孔あけ器具以外の特別な機材

を用いていない．現場での総施工時間（事前調査および

当て板の製作・機械加工は含まず）は 1時間程度であり，

第 4章で用いた疲労試験体に対する施工時間（20分程度

/1 か所）を考慮すると今後現場での作業時間は更に短縮

できるものと考えられる．当て板補強完了時の目視によ

る観察では，当て板と垂直補剛材の間にすき間は観察さ

れず，また当て板上面とデッキプレート間の間にはアク

リル系樹脂が塗布されていることもあり，すき間は観察

されなかった．図-20 に示すように，本適用試験におい

ても，他の試験と同様に，垂直補剛材回し溶接部のデッ

キプレート側止端部および垂直補剛材側止端部から

5mm位置にひずみゲージを貼付していることに加え，近

接トラフリブのデッキプレート溶接止端部からデッキプ

レート側およびトラフリブ側 5mm 位置にひずみゲージ

を貼付している．補強前および補強後の 72時間計測（補

強前 2017 年 9 月，補強後 2017 年 11 月および 2018 年 7

月）により，補強による応力低減効果の確認を行った．

表-5に各測定により得られた垂直補剛材回し溶接部近傍

の最大応力範囲と等価応力範囲を示す．補修後の測定結

果を比較すると，第 1回目の測定（11 月）と比較して第

対象VS

対象垂直補剛材 
隣接トラフリブ 

全て単軸ゲージ 
各止端部より 5mm位置  

図-20 対象垂直補剛材とひずみゲージ位置 
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2回目の測定(7月)の測定結果は特にデッキプレート側止

端部において，最大応力範囲および等価応力範囲に応力

上昇がみられた．これは，測定時期の違いによる舗装剛

性の差異の影響も考えられ，補強効果の持続性の検討の

ために，今後継続的な測定による検証が必要であると言

える．補修前の測定（9月）と補強後第 2回目の測定（7

月）を比較すると，最大応力範囲では補強によりデッキ

プレート側では補強前の 68%減に，垂直補剛材側では

90%減と大きな応力低減効果が得られており，測定値は

小さいものの等価応力範囲ではデッキプレート側で58%

減，垂直補剛材側では 85%減であり，本適用実験により

実橋梁における供用下の施工においても大きな補強効果

が得られることが確認された．一方で，表-5に示すよう

にトラフリブとデッキプレート溶接部近傍に貼付したひ

ずみゲージの測定値を補修前（9 月）と補強後 2 回目の

測定（7月）を比較すると，トラフリブ側止端部から 5mm

位置では若干の応力上昇となっているが，当て板とデッ

キプレートの接触面の端部位置とほぼ一致しているデッ

キプレート側止端部から 5mm 位置では，非常に大きく

応力が上昇している．そのため，本工法の実用化に向け

て，特に垂直補剛材とトラフリブが近接する場合の，ト

ラフリブとデッキプレート溶接部（止端部およびルート

部）の疲労耐久性への影響について明らかにしていくこ

とが必要である． 

 

6．まとめ 

 

 本研究では，疲労き裂の報告の多い，鋼床版垂直補剛

材上端部の当て板補強について，大きな応力低減効果を

得ること，および簡便かつ特別な施工機材を必要としな

いといった施工性，補強後の応力低減効果の持続性，維

持管理性を考慮し，支圧接合用高力ボルトを用いたリフ

トアップ工法および新しい当て板構造を提案し，その効

果を，静的載荷試験，疲労試験および実橋梁における適

用試験により検討し，以下の結論を得た． 

(1) 静的載荷試験により，垂直補剛材上端部の応力を補

強により大きく低減させることを確認した．特に，

無補強時に大きな圧縮応力を生じる試験体中央載荷

では，補強により無補強時と比較して 90%程度以上

の応力の低減が得られた．その効果はリフトアップ

のためのボルトのずらし量 d には大きく依存せず，

また補強後 17 か月後の静的試験でも同程度の応力

低減効果が得られた． 

(2) 疲労試験によりフランジ側止端部から発生した疲労

き裂に対して本工法を適用した結果，き裂先端の応

力を大きく低減し，疲労き裂の進展を防止すること

ができた．き裂未発生の垂直補剛材上端（5 箇所）

においても，補強後 200 万回載荷後にフランジ側で

80～93%，補剛材側で 90%以上と大きく応力低減す

ることができた． 

(3) 実橋梁における適用性試験により，供用下における

本当て板工法の施工性および垂直補剛材上端におけ

る大きな応力低減効果（例えば最大応力範囲で比較

すると，補修前測定（9 月）と補強後第 2 回目の測

定（7 月）でデッキプレート側で 68%，垂直補剛材

側で 90%減少）を確認した．但し，近接トラフリブ

溶接止端部近傍で大きな応力上昇も測定されており，

実用化に向けて近接するトラフリブとデッキプレー

ト溶接部への影響について検討する必要がある． 

 本工法により大きく垂直補剛材上端部の応力を低減で

きること，またデッキプレート側（疲労実験ではフラン

ジ側）疲労き裂の進展を防止できる可能性を示したが，

今後，実橋梁での効果の持続性や施工性改善（品質確保

のための安定的に精度の高い孔あけ方法，ボルト孔のず

らし量や縦断勾配・横断勾配に対する適応方法など），当

て板自体の耐久性，現在プロセス管理としている品質管

理手法についても検討していくとともに，近接するトラ

フリブとデッキプレートの溶接部への影響について検討

していく予定である． 
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